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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第94期
第３四半期
連結累計期間

第95期
第３四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (百万円) 42,022 44,838 55,194

経常利益 (百万円) 4,775 3,764 5,219

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,279 2,708 3,677

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,453  2,657 4,077

純資産額 (百万円) 40,782 43,074 41,406

総資産額 (百万円) 51,009 51,997 51,468

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 53.08 43.84 59.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.0 82.8 80.5
 

 

回次
第94期
第３四半期
連結会計期間

第95期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 13.24 11.65
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　なお、主要な関係会社の異動については、「第３　提出会社の状況　１　株式等の状況　(5)大株主の状況」の項

目をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。
 

(1) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前期末に比べ５億２千８百万円増加し、519億９千７百万円となり

ました。これは、法人税等の納付、賞与の支払い等の資金需要に対して短期貸付金を取り崩した一方で、受取手形及

び売掛金、建設仮勘定が増加したこと等によるものです。

負債の部は前期末に比べ11億３千９百万円減少し、89億２千２百万円となりました。これは主に未払法人税等が減

少したことによるものです。

純資産の部は、前期末に比べ16億６千８百万円増加し、430億７千４百万円となりました。これは配当支払による減

少があったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したこと等によるものです。 

　

　以上の結果、自己資本比率は前期末に比べ2.3ポイント上昇し、82.8％と高い水準が継続しております。

 
(2) 経営成績の分析　

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益や雇用環境が改善するなど、緩やかに回復しました。世

界経済は、貿易摩擦の激化懸念や中東情勢等のリスク要因を抱えつつも、全体として緩やかに回復しました。資源価

格については、原油価格は、期初から上昇基調で推移しましたが、７月前半以降は調整局面が続き、10月前半からは

一転して大幅に下落しました。銅の国内建値は、期初から６月前半まで上昇しましたが、12月前半まで一進一退を繰

り返した後、期末にかけて下落しました。当第３四半期連結累計期間の銅国内建値平均価格は前年同期を若干上回る

水準となりました。

この間における我が国の銅電線需要は、全体として堅調に推移し前年同期と比較してやや増加しました。また、電

子材料分野においては、当社グループの主力製品である機能性フィルムの販売は、高水準で推移した前年同期に比

べ、減少となりました。

こうした環境のもと、当第３四半期連結累計期間の売上高は448億３千８百万円（前年同期比6.7％増）、営業利益

は37億９百万円（前年同期比21.9％減）、経常利益は37億６千４百万円（前年同期比21.2％減）、親会社株主に帰属

する四半期純利益は27億８百万円（前年同期比17.4％減）と、前年同期に対して増収、減益となりました。
 
セグメントごとの業績の概況は次のとおりです。

 

①電線・ケーブル事業

銅価格が前年同期と比較して高値で推移し、販売量が前年同期を上回った（前年同期比13％増）ことにより、売上

高は278億１千万円（前年同期比17.8％増）となりました。営業利益は、設備故障、台風被害等の操業トラブルに加

え、銅価格変動の影響等が発生したことから４億４千３百万円（前年同期比33.9％減）となりました。

今後は、操業を安定化させ、本格立ち上がりを見せ始めた建設・電販向け需要の確実な捕捉に注力してまいりま

す。
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②電子材料事業

携帯端末向け機能性フィルムの販売量は、新型スマートフォン向けに需要が増加した前年同期に比べ減少し（前年

同期比7％減）、売上高は157億７千２百万円（前年同期比8.6％減）、営業利益は新モデル端末向けの製品試作費用の

増加等もあり37億７千６百万円（前年同期比18.8％減）となりました。

　今後は、製品高機能化ニーズに確実に対応し、販売量の確保に努めてまいります。

 

③その他事業

環境分析事業が増収となったことを主因に売上高は12億８千６百万円（前年同期比8.0％増）となりました。営業利

益は、環境分析事業は増益となりましたが、機器システム製品事業、光部品事業は減益となり、１千８百万円（前年

同期は１千３百万円の損失）となりました。

　機器システム製品の海外向け拡販、環境分析事業の売上増等の収益改善努力を継続し、収益水準の底上げを図りま

す。

 

年度計画との関係では、第４四半期に入って、電線・ケーブル事業における貿易摩擦影響による機器用電線販売の

急激な低下、電子材料事業における機能性フィルムの需要の想定以上の低下が予想されることから、これまでの年度

業績予想の達成は難しい状況となっています。

2017-2019年度中期計画との関係では、既存事業においては、収益力強化のための設備投資等は着実に進捗しました

が、操業トラブル等によりその効果の実現が遅れております。2025長期ビジョンで成長追求と位置付けたペースト事

業、医療機器部材事業においては、新商品開発等は着実に進捗してはいるものの、一部計画に遅れが生じておりま

す。今後は、電線・ケーブル事業における操業安定化、電子材料事業における採用部位拡大等により投資効果を確実

に実現するとともに、成長追求事業における新商品開発を促進し、2019年度目標の達成に注力してまいります。

 
(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループは、2025長期ビジョン達成に向け、今後も積極的な投資を継続していく予定であります。必要資金

は、当面は自己資金および短期貸付金の回収により調達していく予定でありますが、必要な場合には借入も実行いた

します。

現在本社社屋の建替え工事を実行しておりますが、その資金は自己資金にて調達いたします。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は11億３千４百万円であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 156,693,000

計 156,693,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年2月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 70,156,394 70,156,394
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 70,156,394 70,156,394 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2018年12月31日 ― 70,156 ― 6,676 ― 1,076
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

なお、2018年６月29日付で、当社が提出している臨時報告書に記載の通り主要株主に異動がありました。異動後

の内容は以下の通りであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＪＸ金属株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 22,739 36.80

ＪＸＴＧホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 ― ―

 

 
(6) 【議決権の状況】

当第３四半期連結会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である2018年９月30日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2018年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 8,372,700
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 61,719,600
 

617,196 ―

単元未満株式 普通株式 64,094
 

― ―

発行済株式総数         70,156,394 ― ―

総株主の議決権 ― 617,196 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数10個）含まれ

ております。

単元未満株式には自己株式89株が含まれております。

② 【自己株式等】

2018年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 
タツタ電線株式会社

東大阪市岩田町２丁目３番１号 8,372,700 ― 8,372,700  11.93

計 ― 8,372,700 ― 8,372,700 11.93
 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2018年10月１日から2018年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,286 1,010

  受取手形及び売掛金 ※1  17,228 ※1  18,088

  製品 2,459 2,030

  仕掛品 5,215 5,849

  原材料及び貯蔵品 890 952

  短期貸付金 8,041 6,994

  その他 505 378

  貸倒引当金 △0 △0

  流動資産合計 35,626 35,304

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 5,699 5,865

   機械装置及び運搬具（純額） 2,584 2,566

   工具、器具及び備品（純額） 372 361

   土地 3,799 3,799

   建設仮勘定 1,142 1,933

   有形固定資産合計 13,598 14,526

  無形固定資産   

   ソフトウエア 119 121

   ソフトウエア仮勘定 3 6

   施設利用権 5 5

   その他 14 12

   無形固定資産合計 143 145

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,077 990

   長期前払費用 10 38

   退職給付に係る資産 27 5

   繰延税金資産 877 879

   その他 114 114

   貸倒引当金 △7 △7

   投資その他の資産合計 2,099 2,020

  固定資産合計 15,841 16,693

 資産合計 51,468 51,997
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※1  3,661 ※1  3,655

  リース債務 0 -

  未払金 967 893

  未払費用 1,383 978

  未払法人税等 1,315 317

  その他 1,009 1,333

  流動負債合計 8,337 7,178

 固定負債   

  長期借入金 1,050 1,000

  退職給付に係る負債 318 405

  環境対策引当金 80 80

  事業構造改善引当金 12 -

  資産除去債務 173 170

  繰延税金負債 1 1

  その他 87 84

  固定負債合計 1,724 1,743

 負債合計 10,061 8,922

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,676 6,676

  資本剰余金 4,516 4,516

  利益剰余金 32,555 34,275

  自己株式 △2,457 △2,457

  株主資本合計 41,290 43,010

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 262 202

  繰延ヘッジ損益 △69 △134

  為替換算調整勘定 △46 △53

  退職給付に係る調整累計額 △31 50

  その他の包括利益累計額合計 116 64

 純資産合計 41,406 43,074

負債純資産合計 51,468 51,997
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

売上高 42,022 44,838

売上原価 30,795 34,115

売上総利益 11,227 10,722

販売費及び一般管理費 6,479 7,012

営業利益 4,747 3,709

営業外収益   

 受取利息 5 4

 受取配当金 17 23

 補助金収入 10 4

 その他 71 67

 営業外収益合計 105 99

営業外費用   

 支払利息 9 11

 固定資産廃棄損 5 0

 為替差損 3 18

 デリバティブ損失 22 -

 その他 35 14

 営業外費用合計 77 45

経常利益 4,775 3,764

特別利益   

 投資有価証券売却益 5 -

 固定資産売却益 233 -

 特別利益合計 239 -

特別損失   

 固定資産廃棄損 95 26

 災害損失 - 59

 減損損失 288 -

 特別損失合計 384 85

税金等調整前四半期純利益 4,631 3,678

法人税、住民税及び事業税 1,491 947

法人税等調整額 △139 22

法人税等合計 1,351 970

四半期純利益 3,279 2,708

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,279 2,708
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純利益 3,279 2,708

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 87 △59

 繰延ヘッジ損益 13 △65

 為替換算調整勘定 7 △7

 退職給付に係る調整額 65 81

 その他の包括利益合計 173 △51

四半期包括利益 3,453 2,657

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,453 2,657
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年12月31日)

　　原価差異の繰延処理

原材料費及び加工費の原価差異については、流動資

産に繰り延べております。
 

 

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

受取手形  243百万円 320百万円

売掛金 1,388百万円 1,868百万円

買掛金   11百万円 3百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年12月31日)

減価償却費 1,219百万円 1,211百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2017年５月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 370 ６ 2017年３月31日 2017年６月５日

2017年10月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 432 ７ 2017年９月30日 2017年12月４日
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年５月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 494 ８ 2018年３月31日 2018年６月４日

2018年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 494 ８ 2018年９月30日 2018年12月３日
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３ 

電線・
ケーブル事業

電子材料事業 計

売上高        

　外部顧客への売上高 23,608 17,248 40,856 1,166 42,022 ― 42,022

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― 25 25 △25 ―

計 23,608 17,248 40,856 1,191 42,048 △25 42,022

　セグメント利益
　又は損失

670 4,650 5,321 △13 5,307 △559 4,747
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器システム製品事業、光部品事

業、環境分析事業を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△559百万円は、セグメント間取引消去９百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△569百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費及び研究費用であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　当第３四半期連結累計期間において計上した減損損失288百万円は、電線・ケーブル事業セグメントに係るものであ

ります。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額
(注)３ 

電線・
ケーブル事業

電子材料事業 計

売上高        

　外部顧客への売上高 27,810 15,772 43,583 1,255 44,838 ― 44,838

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― 31 31 △31 ―

計 27,810 15,772 43,583 1,286 44,870 △31 44,838

　セグメント利益 443 3,776 4,219 18 4,238 △528 3,709
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機器システム製品事業、光部品事

業、環境分析事業を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△528百万円は、セグメント間取引消去９百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△538百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

及び研究費用であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 53.08円 43.84円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,279 2,708

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

3,279 2,708

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,784 61,783
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

2018年10月30日開催の取締役会において、2018年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次

のとおり配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 494百万円

②　１株当たりの金額 ８円

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2018年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月13日

タツタ電線株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　　浦　　　　　大 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 木　　村　　容　　子 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタツタ電線株式

会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タツタ電線株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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